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(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については 

記載しておりません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
５ 従業員数は就業人員数であります。 
６ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月

売上高 (千円) 2,081,940 2,210,992 2,186,356 1,483,963 1,518,385

経常利益 (千円) 869,487 948,751 822,779 345,984 342,251

当期純利益 (千円) 532,367 562,075 487,817 1,505 196,894

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ─

資本金 (千円) 292,500 292,500 292,500 292,500 292,500

発行済株式総数 (株) 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

純資産額 (千円) 6,058,868 6,521,066 6,616,097 6,432,268 6,491,490

総資産額 (千円) 6,784,655 7,214,474 7,121,741 6,761,890 7,048,244

１株当たり純資産額 (円) 403,924.57 434,737.77 441,073.19 428,817.93 432,766.05

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

10,600.00

(―)

11,200.00

(―)

10,800.00

(―)

6,000.00

(─)

6,000.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 35,491.17 37,471.67 32,521.18 100.34 13,126.30

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 89.3 90.4 92.9 95.1 92.1

自己資本利益率 (％) 9.2 8.9 7.4 0.0 3.0

株価収益率 (倍) 16.6 13.3 13.7 2,212.5 21.9

配当性向 (％) 29.9 29.9 33.2 5,979.7 45.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 679,419 688,638 515,875 463,938 646,462

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 540,589 △365,938 △774,940 △566,020 △208,084

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △119,655 △158,818 △167,953 △162,231 △90,372

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,500,440 1,664,321 1,237,303 972,989 1,320,994

従業員数 
(他、平均臨時雇用者数)

(人)
88

（8）

94

（6）

92

（14）

89

（17）

88

（17）
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当社は平成２年７月に設立し、旧株式会社エーワン精密(昭和45年９月に有限会社として設立し、昭和

55年２月株式会社エーワン精密に改組)の事業のすべてを営業譲受しております。従いまして、以下の記

載事項につきましては特段の記述がない限り営業譲受までは、旧株式会社エーワン精密について記載して

おります。 

 

  

 
  

２ 【沿革】

年 月 概      要

昭和45年９月 有限会社エーワン精密を設立、スイス型自動旋盤用カムの設計、製作、販売を開始。

昭和46年５月 東京都府中市紅葉ヶ丘二丁目３番32号に本社工場を建設、移転。

昭和49年６月 山梨県韮崎市旭町に山梨工場建設。

昭和51年６月 小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等の研究開発に着手。

昭和52年３月 小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等の販売開始。

昭和55年２月 東京都府中市分梅町三丁目41番８号に本社工場を移転。 

有限会社エーワン精密を株式会社に改組。

平成２年４月 コレットチャック等の数量の増大に伴い、生産設備の増強を図るため山梨工場に第２工場建設。

平成２年７月 社名を株式会社エーワン商事に変更するとともに、株式会社エーワン精密を設立し、営業譲渡す

る。

平成８年11月 山梨工場に第３工場を建設。自動旋盤用カム部門を統合、移転。

平成10年３月 東京都府中市分梅町二丁目20番５号に本社建設、移転。

平成11年６月 山梨工場に切削工具専用工場として第４工場建設。

平成11年11月 切削工具部門、受注開始。

平成11年11月 品質管理の徹底を図るため、コレットチャック部門ISO9002(現9001)認証取得。

平成13年３月 コレットチャック部門の生産増大及び生産効率向上を図るため、山梨工場に第５工場を建設。

平成15年３月 当社株式を日本証券業協会へ店頭登録。

平成16年７月 山梨第２工場を切削工具専用工場に改修。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年11月 特殊切削工具製作、販売開始。

平成21年８月 山梨工場に特殊切削工具専用工場として第１工場建設。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所JASDAQ市場に上場。
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当社の事業内容は、小型自動旋盤等で用いられるコレットチャック等を製造、販売するコレットチャッ

ク部門、各種切削工具の再研磨加工受託及び特殊切削工具の製造、販売を行う切削工具部門、小型自動旋

盤用カムの設計、製造、販売を行う自動旋盤用カム部門、の三つの事業部門で構成されております。 

  

ａ コレットチャック部門 

当部門は、高精度、耐摩耗性、耐久性を要求される小型自動旋盤用超硬付コレットチャック等及び各

種工作機械に使用される精密コレットチャック等の製造、販売を行っております。 

コレットチャックは工作機械の一部品であり、素材、加工物又は工具を保持する工具であります。コ

レットチャックの中には工具を保持するドリルチャック、ミーリングチャックと加工物を保持するスプ

リングコレットチャック等があります。当社で製作しているコレットチャックは加工物を保持するスプ

リングコレットチャックであります。小型自動旋盤で使用されるコレットチャックは素材供給装置によ

り自動で１日(８時間)約2,000～3,000回のチャック開閉を行うため、素材とコレットチャックの接触面

に摩耗が発生し、不良品発生の原因となります。コレットチャックの中でも小型精密自動旋盤用コレッ

トチャックは高精度の製品を自動で継続して製作するため、高精度及び耐摩耗性、耐久性が要求される

製品であります。超硬付コレットチャックは素材との接触面に超硬合金を装着しているため、破損や焼

付等による欠損がある場合及びコレットチャック保持具との接触面の摩耗による劣化がある場合等を除

いて、長期間にわたって精度を保つことができます。 

  

ｂ 切削工具部門 

当部門は、マシニングセンター、フライス盤等の工作機械で機械部品や金型等を製造する時に使用す

る切削工具の再研磨による再生加工を受託しております。 

当社が手掛ける切削工具の再生加工は、主にエンドミル、ドリル、メタルソー等であります。これら

の切削工具は機械部品や金型を製造するときに金属を削る切削工具であります。金属を切削すると刃先

が摩耗します。この摩耗部分を研磨加工で取り除いて、刃先を新品同様に再生するものであります。 

 また、前々期より顧客の指定する形状に成形する特殊切削工具の製造販売を始めております。 

  

ｃ 自動旋盤用カム部門 

当部門は、精密機器、電機、時計、事務器の部品を製作する小型自動旋盤に使用されるカムの設計、

製造、販売を行っております。 

当社の事業のルーツであります小型自動旋盤用カム(以下「カム」という。)は、小型自動旋盤を作動

させるソフトウェアといえるものであります。数枚のカムを組み合わせて機械に取り付け、刃物及び材

料を制御することにより金属及びプラスチック等の丸棒及び四角、六角等の棒状の材料を種々の形状に

施削し、製品を製作します。 

当社が製造する円板及びリング形状のカムは小型自動旋盤に取り付けられ、１回転するごとに一個の

製品が完成されます。通常、小型自動旋盤は１日(８時間)に2,000～3,000個の製品を製作します。ゆえ

に１日で2,000～3,000回転するため、日を追うごとにカムの摩耗による製品の変形が発生し、不良品の

発生の原因となります。当社のカムは高周波加熱装置により焼入処理をして摩耗を極力防いでいるた

め、概ね50万～100万回転までは精度を保つことができます。 

  

  

当社の扱う機械工具は消耗品であるため、リピートオーダーにより継続的な受注が可能となります。当

社の事業は基本的にリピートオーダー中心であり、積極的な受注活動は行っておらず、顧客からの受注を

電話、FAXで受け付け、設計、製造、販売及び加工を行っております。 

３ 【事業の内容】

4



  
事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

該当事項はありません。 

  

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成22年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ その他は営業、管理部門であります。 

平成22年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

４ 【関係会社の状況】

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

事業部門別 従業員数(人)

コレットチャック部門 54（２）

切削工具部門 18（11）

自動旋盤用カム部門 ２（２）

その他 14（２）

合計 88（17）

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

88
40.9 12.4 3,881

(17)

(2) 労働組合の状況
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当期におけるわが国の経済状況は、一昨年の金融危機に端を発した一連の金融不安、消費市場の収

縮、大幅な生産調整、企業業績の悪化、株式市場の下落と世界同時不況状態に対し、世界各国で景気刺

激策を打ち需要回復を図ったことにより世界の消費市場は落ち着きを取り戻し、また国内もエコ関連補

助金により自動車、家電など耐久消費材が販売を回復してきたことなどにより、緩やかながら回復傾向

を示してきました。国内製造業においても量産品および量産部品に関しては一昨年の景気低迷前の水準

の7、8割程度まで戻してきているものが多く、落ち着きを取り戻しています。世界的に見るとやはり新

興国がインフラ整備需要、耐久消費財需要が旺盛で消費市場が拡大し、世界から資本が集まることで現

地の所得水準が上昇し、さらに消費市場が拡大する好循環に入り、世界景気の回復に大きく寄与してお

ります。日本国内でも工作機械、建設機械、自動車などは海外需要が大きく伸び回復を牽引しており、

エレクトロニクス製品の販売増に伴い半導体関連装置も大きく回復してきました。量産品に係わる企業

では明確な回復傾向を示してきましたが、その一方、単品加工、設備関連、金型などの一品一様の分野

ではいまだに回復傾向にあるとはいえない企業も多く、特にその傾向は小規模企業、下請け企業に多く

見られます。 

 このような状況の中、当社の業績は量産品の回復基調を受け、月を追うごとに緩やかに回復してまい

りました。当社の顧客層の大半は量産品の製造に係わる企業であり、その企業の機械稼働率の上昇と連

動し、当社の受注も回復してきました。特に量産品加工に関連の深いコレットチャック部門での受注回

復が鮮明となりました。 

 この結果、当期の売上高は1,518,385千円（前期比2.3％増）、営業利益は322,289千円（前期比0.7％

減）、経常利益は342,251千円（前期比1.1％減）、当期純利益は196,894千円（前期は当期純利益1,505

千円）となりました。 

 部門別の営業の概況は以下のとおりであります。 

  

＜コレットチャック部門＞ 

 コレットチャックは主に量産部品加工において使用されますが、昨年前半に大幅な減産によ 

 る在庫調整が進み昨年半ばから徐々に量産部品生産が回復してきており、これを反映したかた 

 ちで当部門売上高も回復傾向を持続してきました。当期初に比べ当期末のコレットチャック部 

 門の売上高は5割増ほどに戻ってまいりました。  

  この結果、当部門の売上高は1,115,826千円と前期比7.1%増となりました。  

  

＜切削工具部門＞ 

 切削工具は金属・非鉄金属などさまざまな材料を切削加工する分野で使用されており、当社 

 の顧客層も業種は多岐にわたり、加工内容も単品加工から量産品加工まで広範囲に及んでおり 

 ます。今回の景気回復過程で量産品の加工水準はある程度戻してきましたが、加工に伴う設 

 備・機械、治工具、金型などは依然として戻りの鈍いところも多く、その分野での切削工具需 

 要も低調で当社の切削工具部門の受注の戻りも緩慢なものとなりました。    

  この結果、当部門の売上高は339,213千円と前期比11.9%減となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績
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＜自動旋盤用カム部門＞ 

 カム式自動旋盤は国内に現存する台数は少ないものの量産部品を大量に効率的に加工できる 

 ため、今回の生産回復局面では当社の受注も連動して回復しました。  

  この結果、当部門の売上高は63,345千円と前期比10.4%増となりました。 

  
  

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益340,884千円、有

価証券の償還による収入1,000,000千円、減価償却費233,795千円、法人税等の還付額107,709千円等を

計上しましたが、有価証券の取得による支出1,011,183千円、有形固定資産の取得による支出225,010千

円、売上債権の増加額168,992千円等があったことにより、前期末に比べ348,004千円増加し、当期末は

1,320,994千円（前期末比35.8％増）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の営業活動により増加した資金は、646,462千円（前期比39.3%増）となりました。これは、売上

債権の増加額168,992千円等がありましたが、税引前当期純利益340,884千円、減価償却費233,795千

円、法人税等の還付額107,709千円等があったことによるものであります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の投資活動により減少した資金は、208,084千円（前期比63.2%減）となりました。これは、有価

証券の償還による収入1,000,000千円等がありましたが、有価証券の取得による支出1,011,183千円、有

形固定資産の取得による支出225,010千円等があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当期の財務活動により減少した資金は、90,372千円（前期比44.3％減）となりました。これは、全額

配当金の支払額であります。  

  

当期の生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) キャッシュ・フローの状況

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業部門別

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

コレットチャック部門 1,090,194 100.1

切削工具部門 343,907 89.3

自動旋盤用カム部門 63,345 110.4

合計 1,497,447 97.8

7



  

当社では標準品の場合、受注から製造、出荷までが概ね１日で完了します。 

 また、標準品以外でも数日で出荷が可能な体制をとっております。従って受注残高は軽微であり、受

注実績の記載を省略しております。 

  

当期の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 販売高で10％を超える主要な販売先はありません。 

３ 最近２期における輸出販売高及び輸出割合は次のとおりであります。なお、( )内は総販売実績に対する輸

出高の割合であります。 

  

 
  

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業部門別

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

コレットチャック部門 1,115,826 107.1

切削工具部門 339,213 88.1

自動旋盤用カム部門 63,345 110.4

合計 1,518,385 102.3

輸出先

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

アジア

台湾 90,544 48.3 101,256 47.9

韓国 40,356 21.5 34,981 16.6

シンガポール 21,351 11.5 18,481 8.7

中国(香港含む) 15,067 8.0 23,964 11.4

マレーシア 10,542 5.6 11,459 5.4

その他 9,647 5.1 21,231 10.0

合計
187,510
(12.6％)

100.0
211,374
(13.9％)

100.0
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当社が製造、販売するコレットチャック、自動旋盤用カム、切削工具研磨・製造事業は精密機械部品

または金型等を加工するために使用される工具にかかる事業であるため、当社の業績はこれらの加工業

界の景気動向に影響を受ける傾向にあります。これまでもその影響により業績が大きく変動しておりま

す。 

 今後につきましても、今回の世界的な規模での景気後退がどのような影響を与えるか見えない部分が

あり、製造業において高品質・短納期・低コストが更に厳しく要求されてくると思われます。世界的な

コスト競争の中で国内製造業は厳しい対応が求められてきます。特に日本の製造業の大半を占める下請

け企業においては、受注量が増加しても利益率の薄い中での繁忙となる可能性があり、厳しい状況は継

続すると思われます。 

 このような状況に鑑み、業績の安定化を図るための主力のコレットチャック部門では、小型自動旋盤

用コレットチャックの対応機種を広げ各種専用機及び一般産業機械に使用されるコレットチャックの受

注にも積極的に取り組んでまいります。 

  生産面におきましては、ニーズの多様化するなかで作業の標準化、人材の育成、設備投資による作業

の効率化・能力増強をさらに推進し、製造コストの低減を図り、納期の短縮に努めてまいります。   

また、コレットチャック部門では、品質保証体制の充実した製品作りを行い、顧客の信頼感をさらに

高め、顧客要求に対応し、企業基盤の強化に努める所存であります。  

 営業面におきましてはコレットチャック部門、自動旋盤用カム部門は高品質製品の短納期対応をさら

に充実させ、顧客ニーズに応えることにより市場の優位性を保ってまいります。  

 また、海外販売におきましては現地の商社と協力して、十分なアフターサービスを展開し、販売体制

のサポートの強化拡充を図ってまいります。  

 切削工具部門では、11年前に新規事業としてスタートし、切削工具の再研磨を主体に顧客先への訪

問・新聞・専門誌への広告などにより新規顧客開拓、リピートオーダーの定着に注力し、ある程度の基

盤ができてまいりました。引き続き営業地域の拡大と、既存の営業地域内での浸透度を高めて、より一

層強固な基盤づくりを目指します。  

 また、今後は切削工具の再研磨に加えて、特殊切削工具の成形・製作に力を入れてまいります。特殊

切削工具製作需要は、再研磨需要同等に大きなものであり、多品種の特殊切削工具に短納期で対応する

事で受注を確保していく事が可能と考えております。従来対応不能であった難易度の高い特殊切削工具

の製造が、可能になったことで、顧客の幅が着実に広がってきており、この動きを確かなものとして基

盤の強化に努めてまいります。  

  

３ 【対処すべき課題】
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文中における将来に関する事項は、当期末（平成22年６月30日）現在において当社が判断したもので

あります。 

  

(1) 事業の特徴について 

当社の前々期までの数年間の業績は比較的順調に推移してきましたが、当期のような急激な景気減速

局面では、その影響を受け大きく落ち込みました。将来の業績も景気の状態や機械業界の動向などによ

っては同様な影響を受ける可能性があります。  

 当社の事業参入の方針は、①多品種少量生産向きで ②確実に需要が見込まれ ③既存のメーカーが

顧客ニーズに充分対応できていない機械工具に対象を絞り、入念な参入準備のもと「高品質、短納期」

を実現し、顧客からの信頼、リピートオーダーの獲得を重視し５年程度で業界での高シェアの確保を目

指すというものです。当社の扱う機械工具は消耗品であるため、リピートオーダーにより継続的な受注

が可能となります。当社の事業は基本的にリピートオ－ダー中心であり、11年前に新規参入した切削工

具部門以外は、積極的な受注活動は行っておりません。営業部門は顧客からの注文を電話、FAXで受け

付け、受注内容を製造部門へ伝達することを主業務としております。そのため当社の業績は機械業界の

設備投資の状況をあらわす実質機械受注（内閣府発表：電力・船舶を除く）にほぼ連動しております。 

  

  
  

① コレットチャック部門について 

   当社の主力製品のスプリングコレットチャックは、自動旋盤による金属切削加工の大半の局面で

使用される消耗工具で、通常の景気循環の中では安定して一定の需要が見込まれるものでありま

す。当部門の売上高は長い間12億円から16億円程度で推移しておりましたが、前期の急激な景気減

速局面では、売上高が10億円程度まで減少しました。また、今後の市場規模が大きく拡大するもの

ではなく、当部門の売上高も一定の範囲内で推移する可能性があります。このところ受注増加傾向

にある ＮＣ旋盤・一般産業用機械で使用される特殊コレットチャックについても切削加工におい

て材料の保持方法が変わる場合や、特殊コレットチャックにおいて当社の知名度が充分に高まらな

い場合は、業績に影響を与える可能性があります。  

 また、将来技術革新等により切削工程が不可欠な工程でなくなった場合、当社のコレットチャッ

ク部門の業績に影響を与える可能性があります。  

  

 ② 切削工具部門について 

   当社は切削工具部門において工業用刃物の再研磨及び特殊切削工具製造を行っております。工業

用刃物の再研磨は、金属加工の高度化、複雑化に伴い超硬工具の普及が加速し、自社研磨から外部

の専業へ外注するケースが増加しております。この流れを捉え当社は平成11年８月に新規事業展開

を開始いたしました。  

 ただし、当社の想定するほど自社研磨から外部の専業へ外注するケースが増加しなかった場合、

当社の切削工具部門の売上高は、当社が想定するほど増加しない可能性があります。  

 また、当期から本格的に開始した特殊切削工具の製造は、従来から対応可能なものは扱っており

ましたが、特殊切削工具製造に適した高精度研削盤を導入し、徐々に受注へと繋がってきていま

す。ただし顧客に当社の特殊切削工具が浸透しない場合は売上が増加しない可能性があります。 

４ 【事業等のリスク】
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 ③ 自動旋盤用カム部門について 

   自動旋盤用カム部門は自動旋盤のＮＣ化、円高による製造メーカーの海外進出に伴う量産品の国

内市場の減少、多品種少量生産に対応不可能等の要因により、年々減少傾向にあります。今後につ

いては、すでに小型自動旋盤メーカーが機械の製造を中止していること、カム式自動旋盤を使える

作業員が高齢化していること、多品種少量生産が時代の趨勢であること等を考えますと、今後とも

この減少傾向は緩やかに継続していくものと思われます。  

  

 (2) 海外市場依存度について 

当社の最近５期における輸出販売高比率は、下表のとおりであります。また、この他に商社を経

由した販売もあります。当社からの販売についてはすべて円建てで行っております。当社の輸出地

域であるアジアの経済情勢、市場動向及び為替変動等によっては、輸出販売高に影響を与える可能

性があります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

区分

第16期 第17期 第18期 第19期 第20期（当期）

金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率

(千円) (％) (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

輸出販売高 326,254 15.7 330,907 15.0 296,331 13.6 187,510 12.6 211,374 13.9

国内販売高 1,755,685 84.3 1,880,085 85.0 1,890,025 86.4 1,296,453 87.4 1,307,010 86.1

合   計 2,081,940 100.0 2,210,992 100.0 2,186,356 100.0 1,483,963 100.0 1,518,385 100.0

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当期末における流動資産の残高は、3,877,971千円（前期末は、3,592,946千円）となり、

285,025千円増加しました。これは、未収還付法人税等が117,006千円、未収還付消費税が19,059

千円減少しましたが、現金及び預金が321,205千円、売掛金が127,729千円増加したこと等による

ものであります。 

  

 (固定資産) 

      当期末における固定資産の残高は、3,170,272千円（前期末は、3,168,944千円）となり、1,328

千円増加しました。これは、建物が375,634千円、繰延税金資産が43,214千円増加しましたが、

建設仮勘定が324,657千円、機械及び装置が75,963千円、投資有価証券が15,233千円減少したこ

と等によるものであります。この結果、当期末における総資産は、7,048,244千円（前期末は、

6,761,890千円）となりました。 

  

(流動負債) 

当期末における流動負債の残高は、245,086千円（前期末は、54,220千円）となり、190,866千

円増加しました。これは、未払法人税等が162,481千円、未払金が14,182千円、買掛金が7,822千

円増加したこと等によるものであります。 

  

(固定負債) 

当期末における固定負債の残高は、311,667千円（前期末は、275,401千円）となり、36,265千

円増加しました。これは、退職給付引当金が28,875千円、役員退職慰労引当金が7,390千円増加

したことによるものであります。この結果、当期末における負債合計は、556,753千円（前期末

は329,621千円）となりました。 

  

(純資産) 

当期末における純資産の残高は、6,491,490千円（前期末は、6,432,268千円）となり、59,221

千円増加しました。これは、その他有価証券評価差額金が47,672千円減少しましたが、繰越利益

剰余金が108,002千円増加したこと等によるものであります。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの分析 

第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照下さい。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標） 

  

 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

※当社は、第19期から第20期(当期)まで有利子負債は全くありませんので、キャッシュ・フロー対有利子

負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3) 経営成績の分析 

（売上高） 

第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績の項目をご参照ください。 

  

  

（営業利益） 

当期における営業利益は、322,289千円（前期は324,533千円）となり、2,244千円減少 

し、営業利益の売上高比率は0.6ポイント下降し、21.2％となりました。 

  

（経常利益） 

当期における経常利益は、342,251千円（前期は345,984千円）となり、3,733千円減少し 

ました。これは、主に営業利益が減少したことによるものであります。  

 また、経常利益の売上高比率は、0.7ポイント下降し、22.5％となりました。 

  

（当期純利益） 

当期における当期純利益は、196,894千円（前期は1,505千円）となり、195,389千円増加しま

した。これは、主に前期に特別損失に計上した有価証券評価損がなくなったことによるものであ

ります。  

 また、当期純利益の売上高比率は12.8ポイント上昇し12.9％、１株当たり当期純利益は、

13,126円30銭（前期は100円34銭）となりました。  

  

第19期 第20期（当期）

自己資本比率(％) 95.1 92.1

時価ベースの自己資本比率 (％) 49.2 61.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ― ―
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   当期において実施した設備投資の総額は225,010千円であり、主に切削工具部門の製造設備の新設

によるものであります。 

 なお、前期まで建設中であった山梨工場の特殊切削工具専用工場（449,206千円（建設仮勘定から

の振替額を含む））は、平成21年8月に完成し稼動を開始しております。 

  

（１）コレットチャック部門 

   重要な設備投資はありません。また、設備の除却または売却等はありません。 

  

（２）切削工具部門 

   生産能力の増強及び生産能率の向上のため、新工場の建設、機械及び装置の増設等に総額222,358

千円の設備投資を行いました。 

 なお、重要な設備の除却または売却等はありません。 

  

（３）カム部門 

設備投資はありません。また、設備の除却はまたは売却等はありません。 

  

（４）その他の部門 

   重要な設備投資はありません。また、設備の除却または売却等はありません。 

  

当社における主要な設備は、次のとおりであります。 

平成22年６月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

     なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員及び実習生を含んでおります。 

３ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

 
  

第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物
及び構築物

機械装置
及び車両 
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具 
及び備品

合計

本社 
(東京都府中市)

販売業務施設 
管理業務施設

51,458 1,123
142,912
(321.0)

1,601 197,094 10(３)

山梨工場 
(山梨県韮崎市)

製造設備及び 
販売業務施設

743,635 557,406
176,424

(16,798.0)
8,860 1,486,325 78(14)

名称 数量 リース期間
年間リース料

(千円)
リース契約残高

(千円)

切削工具再研磨機械 １台 ８年 1,908 ─
所有権移転外 
ファイナンス・リース

精密内面研削盤 １台 ７年 4,596 13,405
所有権移転外 
ファイナンス・リース
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平成22年６月30日現在の設備計画は次のとおりであります。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

(2) 重要な設備の除却等

15



  

 
  

  

 
  

  該当事項はありません。 

  

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

 
(注) 株式の分割（１：３）による増加であります。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000

計 48,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年９月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,000 15,000
大阪証券取引所
(JASDAQ市場)

単元株制度を採用
しておりません。

計 15,000 15,000 ─ ─

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 

(千円)

平成16年８月20日 
(注)

10,000 15,000 ─ 292,500 ─ 337,400
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平成22年６月30日現在 

 
(注) 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。 

  

平成22年６月30日現在 

 
  

(6) 【所有者別状況】

区分

株式の状況
単元未満 

株式の状況

(株)

政府及び 

地方公共 

団体

金融機関
金融商品 

取引業者

その他の 

法人

外国法人等
個人 

その他
計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 3 9 19 8 1 1,193 1,233 ─

所有株式数 
(株)

─ 300 77 8,869 758 3 4,993 15,000 ─

所有株式数 
の割合(％)

─ 2.00 0.51 59.13 5.05 0.02 33.29 100.00 ─

(7) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社致知
東京都府中市八幡町１丁目４－１
(紅富士ハイツ内)

6,172 41.15

株式会社ナステック 愛知県名古屋市緑区大高町字下塩田18番地 2,601 17.34

エーワン精密従業員持株会 東京都府中市分梅町２丁目20－５ 384 2.56

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 290 1.93

ＨＳＢＣ − ＦＵＮＤ ＳＥＲＶ
ＩＣＥＳ ， ＳＰＡＲＸ ＡＳＳ
ＥＴ ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ Ｃ
Ｏ ＬＴＤ 
（常任代理人 香港上海銀行  
 東京支店）

１ ＱＵＥＥＮ’Ｓ ＲＯＡＤ ＣＥＮＴＲＡ
Ｌ ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ 
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

241 1.61

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ 
ＣＯ ＡＶＦＣ ＲＥ ＮＯＲＴＨ
ＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＧＵＥＲＮ
ＳＥＹ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ Ｃ
ＬＩＥＮＴＳ 
（常任代理人 香港上海銀行  
 東京支店）

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲＹ 
ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ ＮＴ，
ＵＫ 
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

231 1.54

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ 
ＣＯ ＡＶＦＣ ＲＥ ＮＯＲＴＨ
ＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＧＵＥＲＮ
ＳＥＹ ＩＲＩＳＨ ＣＬＩＥ Ｎ
ＴＳ 
（常任代理人 香港上海銀行  
 東京支店）

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲＹ 
ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ Ｎ
Ｔ， ＵＫ 
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

125 0.83

清水 哲郎 山梨県南アルプス市 120 0.80

佐藤 昭三 東京都多摩市 120 0.80

大橋 逸夫 山梨県韮崎市 109 0.73

計 ― 10,393 69.29
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平成22年６月30日現在 

 
(注)「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含まれております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,000 15,000 ─

単元未満株式 ─ ─ ─

発行済株式総数 15,000 ─ ─

総株主の議決権 ─ 15,000 ─

② 【自己株式等】

(9) 【ストックオプション制度の内容】

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
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 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、経営基盤強化のために必要

な内部留保を確保しつつ、経営的な安定配当を行うことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、株

主総会であります。当社は、配当金の総額の目安として配当性向30％以上を基準にしておりますが、

急激な景気減速後の回復過程で、従来に比べて利益水準が低いため、安定した利益還元を重視して、

１株当たり配当額を6,000円としております。また、内部留保資金につきましては、中長期的な視点に

たち、将来の成長、発展のために必要な設備投資等に充当し、企業価値の向上を図ると共に、リスク

の少ない投資を検討し、更なる利益配分の増大を進めていく方針であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成22年４月より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、それ以前はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成22年４月より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、それ以前はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成22年9月25日 
定時株主総会決議

90,000 6,000

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月

最高(円) 718,000 620,000 520,000 445,000 380,000

最低(円) 462,000 478,000 436,000 202,000 205,300

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 235,000 238,100 280,000 359,000 380,000 326,000

最低(円) 225,000 222,000 226,700 270,000 280,000 268,000
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

─ 林   哲 也 昭和40年６月10日生

平成元年４月 野村證券株式会社入社

(注)2 10

平成16年１月 当社入社

平成17年７月 西日本営業所長

平成17年９月 取締役就任

平成19年10月 代表取締役社長就任（現任）

常務取締役
コレット 
チャック 
部門担当

室 田 武 師 昭和38年12月25日生

昭和61年３月 株式会社エーワン精密(現 株式

会社致知)入社

(注)2 48

平成２年７月 当社入社

平成９年10月 コレットチャック部門リーダー

平成15年９月 取締役就任 

コレットチャック部門担当(現任)

平成19年10月 常務取締役就任(現任)

取締役
切削工具 
部門担当

金  丸  信  行 昭和43年12月24日生

昭和63年５月 株式会社エ－ワン精密(現 株式

会社致知)入社

(注)2 21
平成２年７月 当社入社

平成12年12月 切削工具部門リーダー

平成19年９月 取締役就任（現任）

切削工具部門担当（現任）

取締役相談役 ─ 梅 原 勝 彦 昭和14年３月５日生

昭和36年３月 大森電機工業株式会社入社

(注)2 ─

昭和40年５月 有限会社ミツワ製作所を実兄 梅

原幸雄と設立

昭和45年９月 有限会社エーワン精密(現 株式

会社致知)を設立 

同社代表取締役社長就任

平成２年７月 当社を設立 

当社代表取締役社長就任

平成19年10月 取締役相談役就任（現任）

監査役 
(常勤)

─ 倉  橋  幹  郎 昭和16年12月14日生

昭和61年７月 株式会社三菱銀行(現 株式会社

三菱東京UFJ銀行)厚木支店副支店

長就任

(注)3 15

平成元年４月 同行(現 株式会社三菱東京UFJ銀行)

業務推進本部法人業務部部長代理就

任

平成２年11月 株式会社エーワン精密へ出向

平成３年７月 ダイヤモンドファクター株式会社

（現 三菱東京UFJファクター株式会

社）ワイドネット事業本部営業部長

就任

平成16年12月 同社退職

平成19年９月 当社監査役就任(現任)

監査役 
(常勤)

─ 佐 藤 昭 三 昭和22年１月８日生

昭和37年４月 大森電機工業株式会社入社

(注)3 120

昭和46年９月 有限会社エーワン精密(現 株式

会社致知)入社

平成２年７月 当社入社

平成３年７月 常務取締役就任

平成12年６月 管理グループ担当

平成17年９月 退任

平成22年９月 監査役就任（現在）

監査役 ─ 中 村 宏 一 昭和16年５月２日生

昭和35年４月 熊本国税局入局

(注)3 ─

昭和47年７月 東京国税局直税部 国税実査官

昭和62年７月 東京国税局調査第一部 

特別国税調査室統括主査

平成７年７月 武蔵府中税務署副署長

平成10年７月 立川税務署副署長

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

計 214
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（注）１. 監査役倉橋幹郎及び監査役中村宏一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２. 取締役の任期は、平成21年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年6月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

３. 監査役倉橋幹郎及び監査役中村宏一の任期は、平成19年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年

6月期に係る定時株主総会終結の時までであります。また、監査役佐藤昭三の任期は、平成22年６月期に

係る定時株主総会終結の時から平成26年６月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 
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 ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、株主・投資家の皆様をはじめとする社会全体に対して、経営の透明性を高め、コーポレー

ト・ガバナンスを有効に機能させるため、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる組織体制と株主

重視の公正な経営システムを構築し、維持することを重要な施策としております。 

  当社の事業は３部門より構成されていて、各部門では基本的に同一製品の製作・再生加工をしてお

り、事業形態が簡潔で、製造拠点も１箇所であることから、有効性が高く効率的なコーポレート・ガバ

ナンス体制を確立するためには監査役制度が適切であると判断し、当制度を採用しております。 

  

 ② 企業統治に関する事項 

  イ  会社の機関の内容 

 当社は監査役制度採用会社であり、「有価証券報告書」提出日（平成22年９月27日）現在の 

 監査役の員数は３名で、常勤監査役２名（うち１名は社外監査役）、非常勤社外監査役１名で 

 あります。監査役３名は基本的にすべての取締役会へ出席し、取締役の経営上の意思決定およ 

 び職務執行を監視し、重要書類の閲覧や必要に応じて取締役や社員に対してヒアリング等を行 

 うことにより、充分な監視体制を整えております。  

  なお平成22年９月に開催いたしました第20期定時株主総会において、株式会社大阪証券取引 

 所の「JASDAQ等における企業行動規範に関する規則の特例」第７条の規定を受け、常勤監査役 

 １名および会計監査人を新たに選任し、監査役会および会計監査人を設置しております。 

  
 

  

  ロ 内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

 当社の内部統制システムは、機能別および工程別に分類された各グループ長が、担当業務に 

 ついて各種法令に適合し規程およびマニュアル等に準拠して、適切かつ効率的に遂行されてい 

 るかを日常的にモニタリングし、不備が生じた場合は必要に応じて随時改善指示を行い、経過 

 の監視・結果の検証を行っております。重要性の高い不備に関しては、各グループ長より担当 

 取締役へ報告され、取締役会で協議、対応を行います。  

  また事業上のリスクに関しては、リスク管理規程に従いリスク管理担当グループで定期的に 

 リスクの洗い出し・内容の評価を実施し社長へ報告し、報告を受けた社長は評価の分析を行 

 い、対応方針を決定しております。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】
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③ 内部監査及び監査役監査の状況 

  当社の内部監査は内部監査規程に従い、社長が任命した内部監査担当者が1年に1度実施しておりま

す。監査対象業務が、法令・定款に適合し、会社の方針・規程等に準拠し、適切かつ効率的に遂行され

ているかを監査しております。監査結果は社長、監査役へ報告されております。監査の結果、業務の改

善が必要な場合、監査担当者は改善指示書を業務担当者へ提出し業務改善を指示し、改善過程の監視、

改善結果の検証を行い、随時社長、監査役へ報告を行っております。 

 監査役監査につきましては、取締役会への出席、社内の重要資料の閲覧、現場の業務状況の観察、取

締役および社員へのヒアリング、必要に応じて内部監査担当者および会計監査人と連携し、取締役の職

務執行や社内の業務が適切に行われているかを監督しております。当社では平成22年９月に開催いたし

ました第20期定時株主総会で常勤監査役1名を選任し、監査役３名体制とし監査役会を設置しておりま

す。従来は監査役２名で毎月1回監査役協議会を開催し、監査実施状況の報告、必要事項の協議、情報

交換等を行ってまいりましたが、今後は監査役3名による監査役会として機関運営を行い、実効性のあ

る監査役監査を行ってまいります。  

  内部統制システムにおいて、実務を熟知している各グループ長が日常的にモニタリングを行い内部統

制の有効性を確保しておりますが、内部監査・監査役による監査・会計監査人の監査においてもそれぞ

れの監査の有効性を確保するため、内部統制システムの担当者へ必要に応じてヒアリングによる確認を

実施したり、連携して監査に必要な充分な情報・証拠の収集を実施しております。 

  なお常勤監査役倉橋幹郎は金融機関出身の社外監査役として、特に専門知識を有する会計面を主体に

業務全般にわたる監査を行い、本年の定時株主総会で新たに選任された常勤監査役佐藤昭三は、長年に

わたり当社の実務に携わり事業に精通していることから主に業務面での監査を行ってまいります。また

社外監査役中村宏一は、税理士として豊富な実務経験と専門知識を有しており主に税務面を中心として

監査を行ってまいります。社外監査役の選任は、専門性と客観性を重視して人選を行っており、透明性

の高い適切なガバナンス体制の維持を目的に社外監査役を採用しております。社外監査役の客観的な視

点から有効性の高い監査が実施されるため、取締役・社員は協力体制を敷いており、内部統制監査担

当・内部監査担当・その他の監査役・会計監査人とも随時、情報交換や協議を行い監査の実効性を高め

ております。 

 当社は、会社法における大会社に該当しないため、会計監査人を選任しておりませんでしたが、株式

会社大阪証券取引所の「JASDAQ等における企業行動規範に関する規制の特例」第７条の規定により、平

成22年９月に開催いたしました第20期定時株主総会において、従来より金融商品取引法上の監査契約を

締結していた監査法人A&Aパートナーズを会計監査人に選任いたしました。 

期末日現在の組織上の業務部門及び管理部門の配置状況につきましては、次のとおりであります。 
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 管理グループが社長の任命を受け内部監査を担当しており、担当者は必要に応じて監査役及び監査法

人との調整を行い、効率的な内部監査の実施に努めております。また、１年に最低１回は社内の各部署

の内部監査を管理部において実施し、社内規程にしたがって業務が遂行されているか確認を行っており

ます。 

  

④ 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

  当社は社外取締役を選任ぜず、社外監査役を２名選任しております。当社に事業拠点は国内に２ヶ所

のみで事業構成も簡素であるため、社外監査役２名が全ての取締役会へ出席し重要な書類等を閲覧し、

必要に応じて取締役の職務執行や社員の業務遂行状況を監視することで効率的で充分な経営監視体制が

確保できると判断し、現状の体制を採用しております。  

 なお、当社と社外監査役２名との間には特別な利害関係はございません。 

  

⑤ 役員の報酬等 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 
  

ロ 役員の報酬等の額の決定に関する方針 

当社の取締役の報酬は、平成14年11月24日開催の臨時株主総会において取締役は、年額80,000千円以内

とすることを決議しております。また、監査役の報酬は、平成22年９月25日開催の定時株主総会におい

て、年額20,000千円以内と決議しております。 

なお、株主総会で決議いただいた報酬枠を上限としつつ、取締役及び監査役の報酬については、業績を

一定の基準に基づき評価した報酬体系を採用しております。 

役員区分
報酬等の総額 

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる 
役員の員数 

(名)基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 
(社外取締役を除く。)

52,315 39,600 5,790 6,930 ４

監査役 
(社外監査役を除く。)

─ ─ ─ ─ ─

社外役員 5,260 4,800 ─ 460 ２
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⑥ 株式の保有状況 

   保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上 

   額並びに、当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額  

 
  

⑦ 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び監査業務に係る補助者の構成 

イ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

指定社員 業務執行社員：笹 本 憲 一、齊 藤 浩 司（監査法人Ａ＆Ａパートナーズ） 

ロ 監査業務にかかる補助者の構成 

公認会計士     ３名 

その他       ３名 

  （注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。 

  

⑧ 取締役の定数 

  当社の取締役の定数は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

⑨ 取締役選任の決議要件 

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないもの

とする旨定款に定めております。 

  

⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項 

 イ 自己の株式の取得 

 当社は、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議により、市

場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款に定めております。これは、企業環境の変化

に対応し、機動的な経営を遂行することを目的とするものであります。 

  

 ロ 中間配当 

 当社は、中間配当について、取締役会の決議により、毎年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これ

は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  

ハ 取締役及び監査役の責任免除 

 当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により取締役会の決議

によって、同法第423条第１項に規定する取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役

であったものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めてお

ります。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもので

あります。 

前事業年度 
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表 
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益 
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ─ ─ ─ ─ ─

非上場株式以外の株式 ─ 87,998 3,739 ─ △13,715
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 ニ 会計監査人の責任免除 

 当社は、会計監査人が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の

規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の会計監査人（会計監査人であった者も含

む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。 

  

⑪ 株主総会の特別決議要件 

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、当該株主総会で議決権を

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の

３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩

和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  

  

 
  

前事業年度 

 該当事項はありません。 

当事業年度 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度 

 該当事項はありません。 

当事業年度 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

14,000 ─ 14,000 ─

② 【その他重要な報酬の内容】

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

④ 【監査報酬の決定方針】
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１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。                

なお、前事業年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年７月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年７月１日から平成21

年６月30日まで)及び当事業年度(平成21年７月１日から平成22年６月30日まで)の財務諸表について、監

査法人Ａ＆Ａパートナーズにより監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。 

 前々事業年度   あずさ監査法人 

 前事業年度    監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。 

(１) 異動に係る監査公認会計士等 

    就任監査公認会計士等の名称 

     監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

(２) 異動年月日   平成20年10月22日    

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有しておりませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第５ 【経理の状況】
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１【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,434,182 2,755,387

受取手形 48,434 89,697

売掛金 174,289 302,019

有価証券 566,762 506,960

製品 4,404 7,622

原材料 43,980 32,012

仕掛品 169,952 157,493

前渡金 500 500

繰延税金資産 12,303 24,386

未収還付法人税等 117,006 －

その他 24,076 7,587

貸倒引当金 △2,947 △5,694

流動資産合計 3,592,946 3,877,971

固定資産   

有形固定資産   

建物 818,156 1,261,120

減価償却累計額 △430,245 △497,575

建物（純額） 387,910 763,544

構築物 82,530 93,373

減価償却累計額 △56,342 △61,823

構築物（純額） 26,187 31,549

機械及び装置 ※1  2,217,039 ※1  2,289,013

減価償却累計額 △1,583,669 △1,731,606

機械及び装置（純額） 633,369 557,406

車両運搬具 3,927 3,927

減価償却累計額 △2,031 △2,804

車両運搬具（純額） 1,896 1,123

工具、器具及び備品 73,468 74,028

減価償却累計額 △58,499 △63,211

工具、器具及び備品（純額） 14,968 10,817

土地 319,337 319,337

建設仮勘定 324,657 －

有形固定資産合計 1,708,328 1,683,779

無形固定資産   

ソフトウエア 2,768 1,715

電話加入権 653 653

無形固定資産合計 3,422 2,369
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,306,060 1,290,826

従業員に対する長期貸付金 3,060 2,070

破産更生債権等 4,591 3,404

長期前払費用 325 265

繰延税金資産 147,710 190,925

その他 36 36

貸倒引当金 △4,591 △3,404

投資その他の資産合計 1,457,193 1,484,124

固定資産合計 3,168,944 3,170,272

資産合計 6,761,890 7,048,244

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,491 13,313

未払金 23,363 37,545

未払費用 9,475 9,774

未払法人税等 － 162,481

前受金 1,596 943

預り金 8,293 15,238

役員賞与引当金 6,000 5,790

流動負債合計 54,220 245,086

固定負債   

退職給付引当金 254,021 282,897

役員退職慰労引当金 21,380 28,770

固定負債合計 275,401 311,667

負債合計 329,621 556,753

純資産の部   

株主資本   

資本金 292,500 292,500

資本剰余金   

資本準備金 337,400 337,400

資本剰余金合計 337,400 337,400

利益剰余金   

利益準備金 20,000 20,000

その他利益剰余金   

特別償却準備金 1,107 －

別途積立金 5,440,000 5,440,000

繰越利益剰余金 411,213 519,215

利益剰余金合計 5,872,320 5,979,215

株主資本合計 6,502,220 6,609,115
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △69,952 △117,624

評価・換算差額等合計 △69,952 △117,624

純資産合計 6,432,268 6,491,490

負債純資産合計 6,761,890 7,048,244
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②【損益計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,483,963 1,518,385

売上原価   

製品期首たな卸高 4,781 4,404

当期製品製造原価 892,386 930,946

合計 897,167 935,351

製品期末たな卸高 4,404 7,622

売上原価合計 ※1  892,763 ※1  927,728

売上総利益 591,200 590,656

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 6,403 5,424

運賃及び荷造費 31,271 33,020

役員報酬 44,400 44,400

給料及び手当 45,094 50,106

賞与 10,850 10,960

福利厚生費 15,418 14,349

退職給付費用 6,688 5,285

役員退職慰労引当金繰入額 7,390 7,390

役員賞与引当金繰入額 6,000 5,790

減価償却費 7,833 6,403

租税公課 5,479 7,949

支払報酬 19,424 21,407

貸倒引当金繰入額 2,803 3,012

その他 57,607 52,867

販売費及び一般管理費合計 266,666 268,367

営業利益 324,533 322,289

営業外収益   

受取利息 8,462 3,827

有価証券利息 6,326 4,424

受取配当金 7,174 12,724

還付加算金 － 3,092

その他 2,153 1,543

営業外収益合計 24,117 25,613

営業外費用   

有価証券売却損 2,666 －

有価証券償還損 － 5,650

営業外費用合計 2,666 5,650

経常利益 345,984 342,251

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 6,000 －

特別利益合計 6,000 －
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※2  417 ※2  1,367

有価証券評価損 328,430 －

特別損失合計 328,847 1,367

税引前当期純利益 23,137 340,884

法人税、住民税及び事業税 24,624 167,900

法人税等調整額 △2,993 △23,911

法人税等合計 21,631 143,989

当期純利益 1,505 196,894
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原価計算の方法は、単純総合原価計算であり、期中は予定原価を用い、差額は期末において製品、仕掛品、売上

原価に配賦しております。 

  

※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

 
  

【製造原価明細書】

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 91,256 9.9 82,196 8.9

Ⅱ 労務費 460,599 50.1 456,378 49.7

Ⅲ 経費 ※１ 367,716 40.0 379,912 41.4

  当期総製造費用 919,572 100.0 918,487 100.0

  期首仕掛品たな卸高 142,766 169,952

合計 1,062,339 1,088,439

  期末仕掛品たな卸高 169,952 157,493

  当期製品製造原価 892,386 930,946

(原価計算の方法)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

項目 金額(千円) 金額(千円)

外注加工費 45,493 40,933

減価償却費 203,084 227,391

消耗品費 44,729 41,684
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③【株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 292,500 292,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 292,500 292,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 337,400 337,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 337,400 337,400

資本剰余金合計   

前期末残高 337,400 337,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 337,400 337,400

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 20,000 20,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,000 20,000

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 5,131 1,107

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △4,024 △1,107

当期変動額合計 △4,024 △1,107

当期末残高 1,107 －

別途積立金   

前期末残高 5,140,000 5,440,000

当期変動額   

別途積立金の積立 300,000 －

当期変動額合計 300,000 －

当期末残高 5,440,000 5,440,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 867,683 411,213

当期変動額   

剰余金の配当 △162,000 △90,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

特別償却準備金の取崩 4,024 1,107

別途積立金の積立 △300,000 －

当期純利益 1,505 196,894

当期変動額合計 △456,471 108,001

当期末残高 411,213 519,215

利益剰余金合計   

前期末残高 6,032,815 5,872,320

当期変動額   

剰余金の配当 △162,000 △90,000

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,505 196,894

当期変動額合計 △160,495 106,894

当期末残高 5,872,320 5,979,215

株主資本合計   

前期末残高 6,662,715 6,502,220

当期変動額   

剰余金の配当 △162,000 △90,000

当期純利益 1,505 196,894

当期変動額合計 △160,495 106,894

当期末残高 6,502,220 6,609,115

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △46,617 △69,952

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,335 △47,672

当期変動額合計 △23,335 △47,672

当期末残高 △69,952 △117,624

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △46,617 △69,952

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,335 △47,672

当期変動額合計 △23,335 △47,672

当期末残高 △69,952 △117,624
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日) 

純資産合計   

前期末残高 6,616,097 6,432,268

当期変動額   

剰余金の配当 △162,000 △90,000

当期純利益 1,505 196,894

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,335 △47,672

当期変動額合計 △183,830 59,221

当期末残高 6,432,268 6,491,490
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 23,137 340,884

減価償却費 210,917 233,795

長期前払費用償却額 60 60

固定資産除却損 417 1,367

貸倒引当金の増減額（△は減少） △429 1,561

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,800 △210

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,594 28,875

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,390 7,390

受取利息及び受取配当金 △21,964 △20,977

有価証券売却損益（△は益） 2,666 －

有価証券償還損益（△は益） － 5,650

有価証券評価損益（△は益） 328,430 －

売上債権の増減額（△は増加） 264,318 △168,992

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,533 21,209

仕入債務の増減額（△は減少） △11,662 7,822

未払金の増減額（△は減少） △40,382 14,554

その他 △43,106 41,549

小計 696,054 514,541

利息及び配当金の受取額 21,412 24,210

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △253,528 107,709

営業活動によるキャッシュ・フロー 463,938 646,462

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △53,280 26,799

有価証券の取得による支出 △1,497,922 △1,011,183

有価証券の売却による収入 873 －

有価証券の償還による収入 1,500,000 1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △513,931 △225,010

貸付けによる支出 △2,150 △1,080

貸付金の回収による収入 390 2,390

投資活動によるキャッシュ・フロー △566,020 △208,084

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △162,231 △90,372

財務活動によるキャッシュ・フロー △162,231 △90,372

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △264,314 348,004

現金及び現金同等物の期首残高 1,237,303 972,989

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  972,989 ※1  1,320,994
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日)

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及 
  び評価方法

(1) 満期保有目的の債券
  償却原価法 
  
(2) その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により 
 処理し、売却原価は移動平均法によ 
 り算定） 
 

(1) 満期保有目的の債券 
                同左 
  
(2) その他有価証券 
 時価のあるもの 
                同左

２ たな卸資産の評価基準 
  及び評価方法

 総平均法による原価法（収益性の低下
 による簿価切下げの方法） 
  
（会計方針の変更） 
 当事業年度より、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第９号
平成18年７月５日公表分）を適用してお
ります。 
 これにより、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益は、それぞれ15,950千
円減少しております。 
 

           同左

─

３ 固定資産の減価償却の 
  方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
 定率法(ただし、平成10年4月1日以降取
得した建物（建物附属設備は除く）につ
いては、定額法)を採用しております。 
なお、主な耐用年数は下記のとおりであ
ります。 
  
 主な耐用年数

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
 定率法(ただし、平成10年4月1日以降取
得した建物（建物附属設備は除く）につ
いては、定額法)を採用しております。 
なお、主な耐用年数は下記のとおりであ
ります。  
  
 主な耐用年数          

建物及び構築物     15年～50年 建物及び構築物     15年～50年

機械及び装置         10年 機械及び装置         10年

また、平成19年３月31日以前に取得し
たものについては、償却可能限度額ま
で償却が終了した翌年から５年間で均
等償却する方法によっております。

       同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
  ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における利用可能期間（５年）
による定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
        同左 
  
 

(3) 長期前払費用 
  均等償却によっております。 
  なお、償却期間については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

(3) 長期前払費用
              同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日)

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

  至 平成22年６月30日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金
            同左

(2) 役員賞与引当金
 役員の賞与の支給に備えるため、役員
賞与支給見込額のうち当期に負担すべき
額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金 
             同左

(3) 退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。

(3) 退職給付引当金 
             同左

(4) 役員退職慰労引当金
 役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

(4) 役員退職慰労引当金 
             同左

５ キャッシュ・フロー計 
  算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来する短期投資か
らなっております。

     同左

６ その他財務諸表作成のた 
  めの基本となる重要な 
  事項

消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜
方式によっております。

消費税等の処理方法 
       同左
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【会計方針の変更】

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

  至 平成21年６月30日）

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

  至 平成22年６月30日）

（リース取引に関する会計基準等）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に
関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月
17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改
正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日
本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30
日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。 
 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引
き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。これにより損益に与える影響はありま
せん。  
 

──────────── 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年６月30日)

当事業年度 
(平成22年６月30日)

※１ 過年度に取得した機械及び装置のうち、国庫補助

金による圧縮記帳額は6,097千円であり、貸借対照表

計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。

※１        同左

(損益計算書関係)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 

  至 平成21年６月30日)

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日)

 ※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
    下による簿価切下額

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
    下による簿価切下額

売上原価         15,950千円  売上原価           6,606千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります ※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります

    車両運搬具         417千円    機械及び装置          1,367千円
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前事業年度(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

   
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 
  

当事業年度(自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

   
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,000 ─ ― 15,000

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年９月27日 
定時株主総会

普通株式 162,000 10,800 平成20年６月30日 平成20年９月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年９月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 90,000 6,000 平成21年６月30日 平成21年９月29日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,000 ─ ― 15,000

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年９月26日 
定時株主総会

普通株式 90,000 6,000 平成21年６月30日 平成21年９月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年９月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 90,000 6,000 平成22年６月30日 平成22年９月28日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金 2,434,182千円

預入期間３か月超の定期預金 △1,461,193千円

現金及び現金同等物 972,989千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金 2,755,387千円

預入期間３か月超の定期預金 △1,434,393千円

現金及び現金同等物 1,320,994千円

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 

 

 

１ ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
  所有権移転外ファイナンス・リース取引の内、 
  リース取引開始日が、リース取引会計基準の 
  改正適用初年度開始前のリース取引について 
  は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた 
  会計処理によっており、その内容は以下の 
  とおりであります。

(1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 

  額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額

減価償却累計
額相当額

期末残高
相当額

(千円) (千円) (千円)

機械装置 52,533 32,623 19,909

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
   が有形固定資産の期末残高等に占める割合が 
   低いため、支払利子込み法により算定して 
   おります。 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6,504千円

１年超 13,405千円

 合計 19,909千円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
   ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に 
   占める割合が低いため、支払利子込み法によ 
   り算定しております。  
      

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 7,141千円

減価償却費相当額 7,141千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

 

 

 

１ ファイナンス・リース取引（借主側） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
  所有権移転外ファイナンス・リース取引の内、 
  リース取引開始日が、リース取引会計基準の改 
  正適用初年度開始前のリース取引については、 
  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 
  理によっており、その内容は以下のとおりで 
  あります。

(1） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 

  額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累計
額相当額

期末残高
相当額

(千円) (千円) (千円)

機械装置 32,172 18,767 13,405

 (注)       同左
 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,596千円

１年超 8,809千円

合計 13,405千円

(注)       同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,504千円

減価償却費相当額 6,504千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法
          同左
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当事業年度（自 平成21年7月1日 至 平成22年6月30日）  

（追加情報）  

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10

日）を適用しております。 

  

1. 金融商品の状況に関する事項  

(1) 金融商品に対する取組方針  

 当社は、資金運用については余裕資金を元に一定の範囲内で安全性の高い金融商品や換金 

  性のある金融商品を対象に、投資環境等を勘案し慎重に判断しております。  

   設備投資等に必要な資金は、原則として自己資金を充当し外部からの調達は考慮してお   

 りません。外部からの調達の必要性が生じた場合は、その時点で検討いたします。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク  

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券 

  及び投資有価証券につきましては、純投資による株式及び債券であり、市場価格による変 

  動リスクに晒されております。  

   営業債務である買掛金及び未払金等は、そのほとんどが1カ月程度の支払い期日のもので 

  あります。  

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制  

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理  

   当社は、販売管理規程に従い営業債権について、管理グループで取引先ごとに販売状況 

  を随時把握し、必要に応じて営業グループと連携し、財務状況等の悪化等による回収懸    

  念の早期把握や軽減を図っております。  

  

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理  

   当社は、海外取引を含めすべての取引が円建てとなっており直接的に為替変動リスクを 

  受けておりません。  

   有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、

   四半期ごとの決算で適正な評価を行っております。 

  

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

  当社は、管理グループで必要資金状況を随時把握し、手元流動性を一定水準以上維持す 

  ることにより、流動性リスクを管理しております。  

  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算 

 定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる 

 ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

(金融商品関係)
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(5)信用リスクの集中  

 特にありません。 

  

2. 金融商品の時価等に関する事項  

平成22年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。  

 
  

(※１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項  

資産  

   (1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金  

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳 

   簿価額によっております。  

  (3) 有価証券及び投資有価証券  

    これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又 

   は取引金融機関から提示された価格によっております。  

    また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記 

   を参照してください。  

  

 (※２)満期のある金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

貸借対照表計上額 時価 差額

(千円） (千円） (千円）

(1) 現金及び預金 2,755,387 2,755,387 ─

(2) 受取手形及び売掛金 391,717 391,717 ─

(3) 有価証券及び投資有価証券

  ① 満期保有目的の債券 1,006,960 884,160 △ 122,800

  ② その他有価証券 790,826 790,826 ─

資産計 4,944,891 4,822,091 △ 122,800

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(千円） (千円） (千円） (千円）

現金及び預金 2,755,387 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 391,717 ─ ─ ─

投資有価証券

 満期保有目的の債券（社債） 506,960 ─ ─ 500,000

合計 3,654,065 ─ ─ 500,000

44



  

前事業年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成21年６月30日） 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、 

有価証券評価損328,430千円を計上しております。 

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
  

(有価証券関係)

区分
取得原価

貸借対照表日
における 

貸借対照表 
計上額

差額

(千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 ①株式 101,713 134,369 32,655

 ②債券

  国債・地方債等 ─ ─ ─

  社債 ─ ─ ─

  その他 ─ ─ ─

 ③その他 ─ ─ ─

小計 101,713 134,369 32,655

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 ①株式 ─ ─ ─

 ②債券

  国債・地方債等 ─ ─ ─

  社債 66,762 66,762 ─

  その他 ─ ─ ─

 ③その他 820,353 671,691 △148,662

小計 887,116 738,453 △148,662

合計 988,829 872,822 △116,006

区分
売却額 
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

① 株式 ─ ─ ─

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 873 ─ 2,666

合計 873 ─ 2,666
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３ 時価評価されていない有価証券（平成21年６月30日) 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  (平成21年６月30日) 

  

 
  

当事業年度 

１ 満期保有目的の債券（平成22年６月30日） 

 
  

  

区分 貸借対照表計上額（千円）

 満期保有目的の債券

   国債・地方債等 ─

   社債 1,000,000

   その他

    コマーシャルペーパー ─

合計 1,000,000

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内 
(千円)

10年超
(千円)

① 債券

  国債・地方債等 ─ ─ ─ ─

  社債 566,762 ─ ─ 500,000

  その他

   コマーシャルペーパー ─ ─ ─ ─

② その他 ─ ─ ─ ─

合計 566,762 ─ ─ 500,000

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

貸借対照表日における 
時価

差額

(千円) (千円) (千円)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

  国債・地方債等 ─ ─ ─

  社債 ─ ─ ─

  その他 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

  国債・地方債等 ─ ─ ─

  社債 1,006,960 884,160 △122,800

  その他 ─ ─ ─

小計 1,006,960 884,160 △122,800

合計 1,006,960 884,160 △122,800
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２ その他有価証券（平成22年６月30日） 

 
  

３ 事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

(千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

   株式 ─ ─ ─

   債券

   国債・地方債等 ─ ─ ─

   社債 ─ ─ ─

   その他 ─ ─ ─

  その他 62,618 61,111 1,506

小計 62,618 61,111 1,506

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

   株式 87,998 101,713 △13,715

   債券

   国債・地方債等 ─ ─ ─

   社債 ─ ─ ─

   その他 ─ ─ ─

  その他 640,210 823,067 △182,857

小計 728,208 924,780 △196,572

合計 790,826 985,892 △195,065
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前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 
  

前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度
 を設けるほか、総合設立の厚生年金基金制度（複数 
 事業主制度）に加入しております。 
  なお、要拠出額を退職給付費用として処理してい 
 る複数事業主制度に関する事項は次の通りでありま 
 す。

１ 採用している退職給付制度の概要
 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度 

 を設けるほか、総合設立の厚生年金基金制度（複数  
 事業主制度）に加入しております。  
  なお、要拠出額を退職給付費用として処理してい  
 る複数事業主制度に関する事項は次の通りでありま  
 す。

  

 

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項 

   （平成20年３月31日現在） 

年金資産の額 93,940,007千円

年金財政計算上の給付債務額 104,939,014千円

差引額 △10,999,007千円

 (2) 制度全体に占める当社の給与総額割合 
   （平成21年６月30日現在） 

                0.48%

 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 

（平成21年３月31日現在）

年金資産の額 79,056,698千円

年金財政計算上の給付債務額 105,209,134千円

差引額 △26,152,436千円

 
(2) 制度全体に占める当社の給与総額割合  
   （平成22年６月30日現在） 

                0.55%

 (3) 補足説明
  上記(1)の差引額の主な原因は、年金財政計算上の
 過去勤務債務残高11,809,765千円及び別途積立金 
 810,758千円であります。本制度における過去勤 
 務債務の償却方法は、期間17年の元利均等償却で 
 あります。

(3) 補足説明
 上記(1)の差引額の主な原因は、年金財政計算上の 

 過去勤務債務残高10,876,507千円及び繰越不足金 
 15,275,928千円であります。本制度における過去勤 
 務債務の償却方法は、期間17年の元利均等償却であ 
 ります。

 

２ 退職給付債務に関する事項
 退職給付債務の算定は、簡便法によっております。
 

  ① 退職給付債務 254,021千円

  ② 退職給付引当金 254,021千円

(注)上記には、厚生年金基金制度を含めておりません。

３ 退職給付費用に関する事項

   ① 退職給付費用        46,508千円

(注)上記の退職給付費用には、厚生年金基金への拠出
額14,601千円が含まれております。

 
 

 

２ 退職給付債務に関する事項
退職給付債務の算定は、簡便法によっております。

 

 ① 退職給付債務 282,897千円

 ② 退職給付引当金 282,897千円

(注)上記には、厚生年金基金制度を含めておりません。

３ 退職給付費用に関する事項

  ① 退職給付費用        43,013千円

(注)上記の退職給付費用には、厚生年金基金への拠出
額14,137千円が含まれております。

(ストック・オプション等関係)
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前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

  該当事項はありません。 

 当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日)  

 該当事項はありません。 

  当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 

  20号 平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用 

  指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年６月30日)

当事業年度 
(平成22年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

有価証券評価損 13,332千円

在庫評価損 6,332千円

退職給付引当金 100,846千円

役員退職慰労引当金 8,487千円

貸倒引当金 1,846千円

その他有価証券評価差額金 46,054千円

減価償却限度超過額 628千円

繰延税金資産小計 177,525千円

評価性引当額 △8,487千円

繰延税金資産合計 169,038千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

未払事業税 11,429千円

在庫評価損 10,801千円

退職給付引当金 112,310千円

役員退職慰労引当金 11,421千円

貸倒引当金 2,215千円

その他有価証券評価差額金 77,441千円

減価償却限度超過額 498千円

その他 616千円

繰延税金資産小計 226,732千円

評価性引当額 △11,421千円

繰延税金資産合計 215,311千円

(繰延税金負債)

未収事業税 △8,296千円

特別償却準備金 △729千円

繰延税金負債合計 △9,025千円

繰延税金資産の純額 160,013千円

 

(繰延税金負債)

繰延税金負債合計 ─

繰延税金資産の純額 215,311千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率               39.7％

 (調整) 

評価性引当額の増減 36.7〃

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.4〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3〃

住民税均等割等 3.5〃

役員賞与 10.3〃

その他 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 93.5%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。 

(企業結合等関係)

(賃貸等不動産関係)

 (追加情報)
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前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

 関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

 関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

 当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第13号）を適用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

(持分法損益等)

【関連当事者情報】

(追加情報)
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

前事業年度(自平成20年７月１日 至平成21年６月30日) 

 該当事項はありません。 

当事業年度(自平成21年７月１日 至平成22年６月30日) 

  該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年７月１日
至 平成21年６月30日)

当事業年度
(自 平成21年７月１日
至 平成22年６月30日)

 
１株当たり純資産額 428,817円93銭 １株当たり純資産額 432,766円05銭

 
１株当たり当期純利益 100円34銭 １株当たり当期純利益 13,126円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日)

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年６月30日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,505 196,894

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,505 196,894

普通株式の期中平均株式数(株) 15,000 15,000

(重要な後発事象)
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

種類及び銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価 
証券

その他有 
価証券

㈱三井住友フィナンシャルグループ 24,300 61,673

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 65,000 26,325

小計 89,300 87,998

計 89,300 87,998

【債券】

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券

満期保有目
的の債券

シティーグループ・インク円貨社債 500,000 506,960

小計 500,000 506,960

投資有価 
証券

満期保有目
的の債券

マルチコーラブル・円元本確保型ク
ーポン日経平均リンク債

500,000 500,000

小計 500,000 500,000

計 1,000,000 1,006,960

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価
証券

その他有
価証券

（証券投資信託受益証券）
エス・ビー・日本株オープン２２５

389,670 179,754

（証券投資信託受益証券）
積立て株式ファンド

1,166,609 172,658

（証券投資信託受益証券）
２２５ＩＤＸオープン

89,577 83,764

（証券投資信託受益証券）
ＤＩＡＭ高格付インカムＯＰ毎月

100,000 75,500

（証券投資信託受益証券）
三菱UFJインデックス225オープン

82,739 47,417

（証券投資信託受益証券）
日本インデックスオープン２２５

70,000 41,643

（証券投資信託受益証券）
株式インデックス２２５

119,000 39,472

（証券投資信託受益証券）
日経225連動型上場投資信託

6 62,618

計 2,017,603 702,828
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(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額であります。 

  

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 818,156 442,964 ─ 1,261,120 497,575 67,329 763,544

 構築物 82,530 10,842 ─ 93,373 61,823 5,480 31,549

 機械及び装置 2,217,039 79,850 7,876 2,289,013 1,731,606 154,446 557,406

 車両運搬具 3,927 ─ ─ 3,927 2,804 772 1,123

 工具、器具及び備品 73,468 560 ─ 74,028 63,211 4,712 10,817

 土地 319,337 ─ ─ 319,337 ─ ─ 319,337

 建設仮勘定 324,657 151,830 476,487 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 3,839,117 686,047 484,364 4,040,800 2,357,021 232,742 1,683,779

無形固定資産

 ソフトウェア 5,837 ─ ─ 5,837 4,121 1,053 1,715

 電話加入権 653 ─ ─ 653 ─ ─ 653

無形固定資産計 6,491 ─ ─ 6,491 4,121 1,053 2,369

長期前払費用 385 ─ ─ 385 120 60 265

建物 切削工具部門設備 442,964千円

機械及び装置 コレットチャック部門設備 2,400千円

切削工具部門設備 77,450千円

【社債明細表】

【借入金等明細表】

【引当金明細表】

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 

(千円)

当期減少額 
(その他) 
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 7,538 6,356 1,451 3,343 9,099

役員賞与引当金 6,000 5,790 6,000 ─ 5,790

役員退職慰労引当金 21,380 7,390 ─ ─ 28,770
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① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

(2) 【主な資産及び負債の内容】

区分 金額(千円)

現金 907

預金

当座預金 128,820

普通預金 312,772

定期預金 2,312,515

別段預金 371

小計 2,754,480

合計 2,755,387

相手先 金額(千円)

株式会社真田 12,003

ナンシン機工株式会社 4,589

東和機工株式会社 4,587

柳川精工株式会社 4,156

有限会社一ノ瀬機工 3,182

その他 61,177

合計 89,697

期日別 金額(千円)

平成22年７月 20,242

    ８月 26,011

    ９月 21,979

    10月 15,462

    11月 6,001

合計 89,697
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ｃ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 製品 
  

 
  

ｅ 原材料 
  

 
  

相手先 金額(千円)

章和貿易股分有限公司 23,191

ミネベア株式会社 13,503

スター精密株式会社 11,440

セイコーインスツル株式会社 6,468

長朋精密機械有限公司 6,183

その他 241,231

合計 302,019

前期繰越高(千円) 
  

(Ａ)

当期発生高(千円) 
  

(Ｂ)

当期回収高(千円)
  

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
  

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

174,289 1,583,735 1,456,006 302,019 82.8 54.9

品名 金額(千円)

コレットチャック 7,622

合計 7,622

品名 金額(千円)

超硬チップ 22,076

カムブランク 7,868

鋼丸棒 1,880

超硬丸棒 187

合計 32,012
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ｆ 仕掛品 

  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

  

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等 

  

 
  

  

品名 金額(千円)

コレットチャック 153,329

切削工具 4,163

合計 157,493

相手先 金額(千円)

株式会社美和テック 4,969

日本コーティングセンター株式会社 4,132

株式会社峰岸商会 1,994

東洋鋳工株式会社 1,114

オーエスジーコーティングサービス株式会社 460

その他 641

合計 13,313

(3) 【その他】

第１四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第２四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

第３四半期
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

第４四半期
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 (千円) 309,608 345,680 408,872 454,223

税引前四半期純利
益

(千円) 49,724 58,715 100,976 131,467

四半期純利益 (千円) 29,711 33,754 57,567 75,861

１株当たり四半期
純利益

(円) 1,980.75 2,250.33 3,837.82 5,057.40
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、電子公告を行うことができない事故そ

の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。 

  公告掲載ＵＲＬ http://www.a-one-seimitsu.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度 第19期 （自 平成20年７月１日
 至 平成21年６月30日）

平成21年９月28日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書

事業年度 第19期 （自 平成20年７月１日
 至 平成21年６月30日）

平成21年９月28日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

 第20期 
第１四半期

 自 平成21年７月１日
 至 平成21年９月30日

平成21年11月13日
関東財務局長に提出

 第20期 
第２四半期

 自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日

平成22年２月12日
関東財務局長に提出

 第20期 
第３四半期

 自 平成22年１月１日
 至 平成22年３月31日

平成22年５月14日
関東財務局長に提出
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年９月26日

株式会社エーワン精密 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社エーワン精密の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第19期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エーワン精密の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  笹   本   憲   一 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齊   藤   浩   司 ㊞
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エーワ

ン精密の平成21年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社エーワン精密が平成21年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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平成22年９月27日

株式会社エーワン精密 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社エーワン精密の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第20期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社エーワン精密の平成22年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  

  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  笹   本   憲   一 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  齊   藤   浩   司 ㊞
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エーワ

ン精密の平成22年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社エーワン精密が平成22年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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